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－1－ 

国際課税の現状と課題 

 

＜国際課税を取りまく環境＞ ＜国際課税に係る制度＞ ＜今後の課題＞ 
   

［基本的な考え方］ 
 
○ わが国の課税ベースの侵食

防止 
○ 税制の公平性・中立性の確

保 
 
 
［具体的な課題］ 
 
○ 事業形態の多様化への対応 
○ 外国税額控除制度のあり方 
○ 国家間の課税ベースの配分 
○ 高度化するタックスプラン

ニングへの対応 
○ 執行上の困難さへの対処 
○ 国際的なルール作り・議論

への積極的な参加 
 

 

○国際的二重課税の排除 
 
○我が国の課税権の確保 
 

経済活動の一層の国際化  
○ 企業の事業形態の多様化 
○個人の投資活動の多様化 
 

有害な税の競争  
○金融その他のサービス活動に

対する優遇措置の導入 

情報化の進展  
○ 電子商取引はクロスボーダー取

引への参加を容易にする 
○ サービス取引、無形資産取引の重要性

○新たな形の取引の出現 

 
○国際課税ルール 
・ 二国間租税条約 
・ 条約モデル 
・ 各種ガイドライン 
 

○ 国内法 
・外国法人課税制度 
・外国税額控除制度 
・移転価格税制 
・過少資本税制 
・タックス・ヘイブン税制 

○ クロスボーダー取引の量的増加・質的変化は、
課税の競合、課税繰延べや租税回避の機会を急
速に増加 
○ このような傾向は、我が国の課税ベースを侵食
するとともに、税制の公平性・中立性を著しく
損なうおそれがある。 

 

［趣旨］ 

［制度の枠組み］ 

＜現状認識＞ 
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外国税額控除 

 

○ 外国税額控除制度は、国際的な二重課税の排除措置として国際的に確立した制度。 

○ 外国で納付した外国税額を、国外所得に対しわが国で納付すべき法人税額の範囲

内で、控除することを認める。 

□ 内国法人が直接納付した外国税額を控除する直接外国税額控除と、外国の子

会社等が納付した外国税額のうち内国法人が受ける配当に対応する部分を控除

する間接外国税額控除がある。 

□ 開発途上国に対する経済協力という政策的配慮から、租税条約においてみな

し外国税額控除が認められる場合がある。 

 



外国税額控除の仕組み （直接税額控除）ー 支店形態

日 本 外 国

Ａ社本店 Ａ社外国支店

Ａ社の
全世界所得

Ａ社外国支店の所得
（国外源泉所得）

外税控除 Ａ社外国支店の所得に
Ａ社の 対する税額（外国税額）
全世界所得に
対する税額 納付税額
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外国税額控除の仕組み （間接税額控除）ー 子会社形態

日 本 外 国

Ａ 社 Ｂ 社

（Ａ社100 ％子会社）

Ｂ社の
全世界
所得に

Ｂ社の 対する
国内源泉所得 全世界所得 配当可能利益 税額

Ａ社の
全世界所得

全額配当（国外源泉所得）

外税控除 配当対応外国税額
Ａ社の
全世界所得に
対する税額 納付税額
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み な し 外 国 税 額 控 除                
 
 
 
 
○  開発途上国は、自国の経済開発を促進するために、海外からの投資に対して租税上の優遇措置を講ず

ることが多い。他方、進出企業の本国では、二重課税を避ける観点から、進出企業に対し通常の外国税

額控除が適用される。その結果、開発途上国で減免した分は進出企業の本国の税収に反映されることに

なる（外国税額控除が少なくなる。）。 

○  みなし外国税額控除（タックス・スペアリング・クレジット）とは、開発途上国が減免した租税を、進出企業があたか

も納付したものとみなして、進出企業（の親会社）がその本国で納付すべき租税の額から控除するもの

である。 

○  我が国としては、開発途上国から強い要望がある場合に、開発途上国への経済協力という政策的配慮

から、租税条約上みなし外国税額控除を規定することに応じてきている。 

○  ただし、みなし外国税額控除を供与するに当たっては、課税の公平や中立性の観点から、合理的な範

囲に限り認めることとしている。 
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外 国 法 人 課 税           

 

○ 外国法人とは、内国法人（国内に本店又は主たる事務所を有する法人）以外の法人をいう。 

（注１）内国法人には、外資系内国法人を含む。 

○ 外国法人は、国内源泉所得について我が国の納税義務を負う。⇒（属地主義による課税） 

□我が国に支店等(PE)（注２）を有する外国法人は、以下のとおり課税される。 

・事業所得については、法人税課税 

    ・利子、配当、使用料等の所得については、源泉徴収の上、法人税課税 

□我が国に支店等(PE)を有しない外国法人は、以下のとおり課税される。 

・事業所得については、課税されない。 

・利子、配当、使用料等の所得については、所得税の源泉分離課税(注３)⇒（実効的課税確保の方法） 

（注２）PE：恒久的施設（Permanent Establishment）とは、支店等事業を行う一定の場所をいう。 

（注３）国内税法で15％～20％の源泉徴収、大部分の租税条約で５～15％に軽減。 
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移 転 価 格 税 制 
 
 
 

○  企業が海外の関連企業との取引を通常の価格と異なる価格で行えば、一方の利益を他方

に移転することが可能となる。 

○  移転価格税制とは、このような海外の関連企業との間の取引を通じる所得の海外移転を

防止するため、その取引を通常の取引価格（これを「独立企業間価格」と呼んでいる。）に

引き直して課税する制度。 
 
 
 



移転価格税制の仕組み

日本 海外

商品を輸出

Ａ 社 Ａ社現地法人 100 消費者

〔移転価格税制適用前〕

100 で販売

売上＝100

所得移転 所得30

販売経費20

移転価格50

所得20 （低価販売） 損金＝70

売上原価50

製造原価30 ※海外関連会社に

所得移転

〔移転価格税制適用後〕

※独立の企業間で、同様の製品が60で売買されて 100 で販売

いる場合には、移転価格が60だったものとみな 所得20 売上＝100

して所得を計算する。

販売経費20

★独立企業

間価格 60

所得30 売上原価60 損金＝80

製造原価30

※日本では10の増額課税処分 ※海外では、両国国税当局間の

相互協議の上、10の減額処分

（ の部分）。
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過 少 資 本 税 制           

 

 

○ 外国企業が我が国に子会社（現地法人）を設ける場合、在日子会社に対する出

資を少なめにし、その分貸付けを多くすれば、在日子会社の所得に対する課税

上、（ア）出資に対する配当は損金として控除されないが、（イ）貸付けに対する支払

利子は損金として控除されるので、我が国の法人税が減少する。 

○ 過少資本税制とは、海外の関連企業との間において、出資に代えて貸付けを多

くすることによる税負担の軽減を防止するために、一定の支払利子の損金算入

を認めないこととする制度。 



過 少 資 本 税 制 の 仕 組 み

【 外 国 】 【 国 内 】
配 当

出 資 5 0 0 子 会 社 Ａ

親 会 社

出 資 1 0 0 子 会 社 Ｂ
貸 付 4 0 0

配 当

利 子
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タ ッ ク ス ・ ヘ イ ブ ン 税 制                

  

 

○ 我が国の企業が税負担の著しく低い国（タックス・ヘイブン）に子会社を設

立し、その子会社との取引を通じて利益を移転したり、その子会社に資産運用

をさせてその会社に利益を留保すれば、我が国での法人税課税を免れることが

できる。 

○ タックス・ヘイブン税制とは、このような海外子会社を利用した租税回避行

為を防止するため、海外子会社の留保所得を、その持分に応じて、親会社の所

得に合算して課税する制度。 



タックス・ヘイブン税制の仕組み

《タックス・ヘイブン子会社を利用しない取引》
日本企業が原価80の製品を 100でＡ国に販売し、20の所得を計上

【日本】 【Ａ国】

日本企業 Ａ国市場
所得20 製品 輸出100

《タックス・ヘイブン子会社を利用した取引》

【日本】 【Ａ国】

日本企業 Ａ国市場 タックス・ヘイブン税制
所得10 本邦企業がタックス・ヘイブンに設立した子会社

に留保された所得（左図では10）を本邦親会社の
所得に合算して課税する。

製品を
価格90で 【ﾀｯｸｽ･ﾍｲブﾝ 】
輸出 価格100 で

ﾀｯｸｽ･ﾍｲブﾝ 再輸出
子会社

留保所得10
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